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平群町開発等に関する指導要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、平群町における一定規模以上の開発行為又は建築行為（以下

 「開発事業等」という。）について、開発事業を行う者（以下「事業者」という。）

 に対し、無秩序な市街化を防止するための適切な指導を行うとともに、公共施設

 及び公益施設等の整備促進を図るための協力を求め、良好な都市環境の形成を図

 り、町が定める都市計画と合致した調和のとれた街づくりの実現を図ることを目

 的とする。 

 （適用範囲） 

第２条 この要綱は、本町内において行われる開発事業等で次に掲げるものに適用

 する。 

（１）都市計画法第２９条（昭和４３年法律第１００号）の規定による許可を要す

  る開発行為 

（２）延床面積５００㎡以上の共同住宅、連続住宅、店舗、事務所及び倉庫の建築 

（３）その他町長が必要と認めたもの 

 （適用範囲の特例） 

第３条 国、地方公共団体又は公益法人等が行う公共、公益施設整備のための開発

 事業等や、自己の居住の用に供する住宅を目的とする開発事業等について、この

 要綱の一部又は全部を必要に応じ適用しないことができる。 

 （定義） 

第４条 この要綱において、次の各号に掲げる用語については、当該各号に定める

 ところによる。 

（１）開発事業等  都市計画法第４条第１２項に規定する行為及び建築基準法（ 

                    昭和２５年法律第２０１号）第２条第１３号に規定する建築 

                   その他これらに類する行為をいう。 

（２）開 発 区 域  開発事業等を行う土地の区域をいう。 

（３）公 共 施 設  道路、公園、緑地、広場、下水道、河川、水路、消防水利施

          設及び交通安全施設をいう。 

（４）公 益 施 設  集会所、集会室、学校教育施設、社会教育施設、環境衛生施

          設、福祉施設その他公益上必要な施設をいう。 



（５）共 同 住 宅    複数の住戸が集合して１棟を構成する住宅で、住宅以外の部

          分を共同で使用する住宅をいう。 

（６）連 続 住 宅    １棟内に低層の数戸の住戸を横に連続させて建てた建築物で

          共同で使用する部分のない建築物をいう。 

 （事前協議） 

第５条  事業者は、前条に規定する開発事業等を行おうとするときは、関係法令等

 に基づく手続きを行う前にあらかじめ、町長に申し出て、この要綱に基づく協議

 を行うものとする。 

  なお、この協議は、都市計画法第３２条の規定に基づく協議を兼ねることがで

 きる。 

 （事前協議の手続き） 

第６条  事業者は、前条に基づく協議を、事前協議書（第１号様式）を町長に提出

 して行うものとする。 

 （住民等との協議） 

第７条  事業者は、地元自治会及び利害関係者に対して説明会等を開催して、次に

 掲げる事項について周知及び協議を行い合意形成を図るものとする。 

（１）開発事業等の計画内容 

（２）日照、電波障害に関する事項 

（３）工事施工内容 

（４）交通安全対策 

（５）その他、当該開発事業等に伴い、近隣住民が影響を受けると思われる事項 

 （基本計画） 

第８条 開発事業等の基本計画は、本町の良好な環境の形成と発展に寄与するもの

 とし、災害及び公害等により住民の生命や財産の阻害を防止するよう適正な計画

 を定めなければならない。 

  また、公共、公益施設の設置計画については、地域住民の利便性と安全性、快

 適性を考慮し本町又は、奈良県が定める基準に適合した計画を定めなければなら 

 ない。 

 （土地利用計画） 

第９条 開発事業等の計画は、本町の総合計画等の方針に適合した計画としなけれ

 ばならない。 



 （用途の明確化） 

第１０条 事業者は、当該開発区域の土地利用及び予定建築物の用途を明確にしな

 ければならない。 

 （福祉への配慮） 

第１１条  事業者は、奈良県住みよい福祉のまちづくり条例（平成７年３月奈良県

 条例第３０号）に基づき、障がい者、高齢者等をはじめとするすべての住民にと

 って安全で快適な生活環境が確保できるよう十分に配慮した計画とすること。 

 （区画割り基準） 

第１２条 事業者は、宅地開発区域における良好な住環境の確保を図るため、１戸 

 当たりの宅地区画面積は、次の表に定める基準によるものとする。 

 区       分 面   積  

第１種低層住居専用地域 １６５㎡以上 

      そ の 他 の 地 域 １３０㎡以上 

 （公共、公益施設の整備） 

第１３条 事業者は、必要となる公共、公益施設を町長と協議のうえ、自らの負担

 において、施工又は設置しなければならない。    

 （公共、公益施設の検査） 

第１４条 事業者は、前条の規定により、公共、公益施設を施工又は設置した場合

 は、町長の検査を受けなければならない。 

２ 事業者は、前条の規定による検査の結果、不備の箇所があった場合は、自己の

 負担において整備しなければならない。 

 （公共、公益施設の帰属及び管理の引継ぎ） 

第１５条 開発事業等により設置された公共、公益施設等については、町に無償譲

 渡するものとする。 

    ただし、町長が必要と認めるものについては、別途協議する。 

２ 開発事業等により設置された公共、公益施設等の用に供する土地については、

 町に無償譲渡するものとする。  

    ただし、町長が必要と認めるものについては、別途協議する。 

３ 開発事業等により設置された公共、公益施設等の維持管理引継日及び土地の帰

 属日については、工事完了公告の日の翌日とする。 

  ただし、公共、公益施設の維持管理について、特に調整等が必要な場合は、町



 長と事業者により別途協議するものとする。 

 （道路関係） 

第１６条 事業者は、開発事業等に伴い道路の新設又は改良を行う場合は、町長と

 協議のうえ、道路構造令（昭和４５年政令第３２０号）及び国土交通省土木構造

 物標準設計、平群町町道認定基準に基づいて施工するものとする。 

２ 開発区域内に都市計画道路の新設及び改良計画が決定されている場合は、事業

 者の負担で施工しなければならない。 

３ 開発区域内に新たに道路を設置する場合の敷地に接する道路幅員は、奈良県開

 発許可制度に関する審査基準集（技術基準編）に準じるものとする。 

  また、歩行者専用道路及び歩道を設置する場合の最小幅員は２ｍとする。 

４ 開発区域内に新たに道路を設置しない場合の敷地に接する既存道路の幅員は、

 奈良県開発許可制度に関する審査基準集（技術基準編）に準じるものとする。 

５ 道路面は、アスファルト舗装又はコンクリート舗装を標準とし、その仕様はア 

 スファルト舗装要領又は、セメントコンクリート舗装要領に基づくものとする。 

６ 道路には、路面水を排出するよう、側溝及び街
きょ

渠等が適切に設置されているこ

 と。 

７ 道路の縦断勾配は、９％以下を標準とする。ただし、地形等によりやむを得な

 いと認められ、交通安全上特に支障がない場合は、小区間に限り次のとおりとす 

 ることができる。 

 縦断勾配 制限延長  

９％～１０％        １００ｍ 

１０％～１２％          ５０ｍ 

  また、歩道の縦断勾配については、５％以下とすること。ただし、地形等によ

 りやむを得ないと認められ、交通安全上特に支障がない場合は、８％以下とする

 ことができる。 

８ 道路の横断勾配は、車道にあっては１．５％から２％とし、歩道については１

 ％とする。 

  ただし、地形等によりやむを得ないと認められ、交通安全上特に支障がない場

 合は、２％以下とすることができる。 

９ 道路は原則として階段状にしないこと。ただし、地形等によりやむを得ないと

 認められ、交通安全上特に支障がない場合は、別途町長と協議するものとする。 



１０ 袋状の道路については、奈良県開発許可制度に関する審査基準集（技術基準

 編）に準じるものとする。 

１１ 道路の角切については、奈良県開発許可制度に関する審査基準集（技術基準

 編）に準じるものとする。 

１２ 開発区域内には、開発の規模や目的を勘案して第３項の道路の他に、必要に 

 応じ次の表に掲げる幅員の道路を配置すること。 

       開発面積 

 種   類 

１ha以上 

３ha未満 

３ha以上 

２０ha未満 

２０ha以上 

１００ha未満 

１００ha以上 

 住宅 

 開発 

補助幹線 6.0ｍ 6.0ｍ~9.0ｍ 9.0ｍ~12.0ｍ 

 幹  線 6.0ｍ~9.0ｍ 9.0ｍ~12.0ｍ 12.0ｍ以上 

その他 

 開発 

補助幹線 9.0ｍ 12.0ｍ 

幹  線 12.0ｍ 12.0ｍ以上 

１３ 道路とその他の敷地との境界は、側溝、縁石等の連続した堅固なもので明示

 されていること。 

 （公園関係） 

第１７条  事業者は、開発区域の面積が３，０００㎡以上のものにあっては、以下

 の各項により公園を設置するものとする。 

  ただし、主に自己用の居住の用に供する住宅の建築に伴う開発事業等及び予定

 建築物の用途が住宅以外で、かつ、その敷地が一である場合についてはこの限り

 でない。 

２ 事業者は、開発区域面積の４％以上の公園を設置しなければならない。 

    ただし、公園１箇所の最低面積は概ね１５０㎡以上とする。 

３ 公園の配置については、次の各号に適合すること。 

（１）公園は、居住者の有効な利用が図られるよう配置すること。 

（２）公園は、道路に面するよう配置すること。 

 (３）公園は、非常災害時の避難場所としての機能を持たせるよう考慮して配置す

  ること。 

４ 公園の構造については、次の各号に適合するよう配置すること。 

（１）公園の形状は、有効利用を図るため、正方形、長方形等のまとまりのある形 

   とすること。 

（２）公園は、遊具等が有効に配置できるよう公園面積の６０％以上は平坦地とす 



   ること。 

（３）公園の出入口は、車いす等の出入りを考慮し、主要な道路と平坦に面してい 

   ること。 

     また、面積が１，０００㎡以上の公園にあっては、２以上の出入口が配置さ

  れていること。 

（４）公園の出入口は維持管理の他、緊急避難を考慮した幅とするとともに、車止 

   め等の安全措置を講じること。 

（５）公園内に設ける斜面地の勾配は、原則として２０％以下とすること。 

（６）公園には、雨水等を有効に排出するための施設が設けられていること。 

（７）公園の周囲には、安全の確保上、さく又は塀を設置すること。 

（８）公園とその他の敷地との境界は、側溝、縁石等の連続した堅固なもので明示 

   されていること。 

（９）公園内の遊戯施設等については、町長と協議の上、事業者において設置する 

   ものとする。 

（10）公園内の植樹等については、町長と協議のうえ事業者において施工するもの

  とする。 

 （緑地関係） 

第１８条 事業者は、開発区域の面積が３ｈａ以上となるものにあっては、公園と 

 は別に以下の各項により、緑地を確保しなければならない。 

  ただし、主に自己用の居住の用に供する住宅の建築に伴う開発事業等及び予定

 建築物の用途が住宅以外で、かつ、その敷地が一である場合についてはこの限り

 でない。 

２ 事業者は、次の表により緑地面積を算出し、緑地を設置しなければならない。 

 開発区域面積 必要緑地面積合計  

   ３ｈａ以上     １０ｈａ未満  開発区域面積×１．５％ 

  １０ｈａ以上     ３０ｈａ未満  開発区域面積×２．０％ 

    ３０ｈａ以上     ５０ｈａ未満  開発区域面積×２．５％ 

    ５０ｈａ以上     ７０ｈａ未満  開発区域面積×３．０％ 

  ７０ｈａ以上  １００ｈａ未満  開発区域面積×４．５％ 

   １００ｈａ以上  開発区域面積×６．０％ 

３ 緑地の配置については、以下の各号に基づき配置すること。 



（１）開発区域内の優良な山林や樹木地を優先的に緑地として保全し、又、造成に

  よる緑地については、植樹や芝生の植生等に緑化を図り、適切に配置すること。 

（２）緑地は、主要な道路に面するようにし、また、出入口となる部分は、道路と

  平坦に接するよう配置すること。 

４ 緑地内の傾斜角度については、保全緑地についは３０°、造成緑地については

 ９°を超えない範囲とする。 

 （し尿処理施設関係） 

第１９条  事業者は、開発事業等に係る計画を策定する場合、事前に汚水の処理方

 法について町長と協議し、公共下水道計画との整合性を保たなければならない。 

２ 開発区域内のし尿等の処理については、次の方式によるものとする。 

（１）し尿浄化槽方式 

（２）公共下水道方式（下水道法（昭和３３年法律第７９号）の規定による終末処

  理によるもの） 

３ し尿浄化槽方式により処理する場合は、監督官庁の定める形式基準によるもの

 とし、処理水の放流については、水利組合等の同意を得るとともに、町長の指示

 に従うものとする。 

４ 宅地内の排水設備については、事業者において施行するものとし、その管理は、 

  事業者又は使用者において行うものとする。 

 （排水施設共通） 

第２０条 公共下水道整備計画区域にあっての排水方式は、汚水排水と雨水排水を

 分流とすること。 

２ 排水施設の構造等の設計については、下水道施設計画・設計指針及び設計便覧

 に基づき設計するものとする。 

３ 排水施設は、外圧に対して耐久力のある耐水性の材料を用い、道路その他排水

 施設の維持管理上支障がない構造とすること。 

４ 公共の用に供する排水管の土被りは１．０ｍ（歩道下に埋設する場合は、土被

り０．６ｍ）以上とし、１８０°固定基礎とする。ただし、所定の土被りを 確保

出来ない場合は、３６０°固定基礎とする。 

  基礎の構造は「国土交通省土木構造物標準設計」によるものとする。 

    また、下水道用硬質塩化ビニール管である場合、管径は５００㎜以下までとし、

 道路に埋設する場合の土被りは、１．０ｍ以上４．０ｍ以下とし、基礎は砂基礎



 とすること。 

５ 公共の用に供する排水管の始まる場所及び流路の方向、勾配又は断面積が著し

 く変化する箇所、雨水以外の排水管を段差６０㎝以上の階段接合をする場合につ 

 いては、ます又はマンホールを設置すること。この場合以外に、管
きょ

渠の長さがそ

 の内径又は内のり幅の１２０倍を超えない範囲においても設置すること。 

６ 事業者は、開発区域内の雨水及び汚水を開発区域外の既設排水路に放流する場

 合は、水利組合等の同意を得るとともに、町長の指示に従うものとする。 

７ 事業者は、既設排水路に放流することにより周辺地区に溢水等の被害が予想さ

 れる場合には、町長の指示に従い自己の負担で適当と認められる位置まで当該排 

 水路を改修しなければならない。 

 （汚水排水施設関係） 

第２１条 公共の用に供する汚水排水管の最小管径は２０㎝以上とすること。 

２ マンホール又はますを設置する場合、その底には管
きょ

渠の内径又は内のり幅のイ

 ンバートが設けられていること。 

 （雨水排水施設関係） 

第２２条 公共の用に供する雨水排水管の最小管径は３０㎝以上とすること。 

２ マンホール又はますを設置する場合、その底には１５㎝以上の泥だめが設け 

 られていること。 

３ 街
きょ

渠ますの間隔は２０ｍ程度に１箇所とする。 

４ 事業者は、大和川流域総合治水対策として大和川流域総合治水対策協議会の定

 める大和川流域調整池技術基準又は大和川流域小規模開発雨水流出抑制対策設計

 指針により、関係機関と協議のうえ雨水流出抑制施設を設置しなければならない。 

 （上水道施設関係） 

第２３条 事業者は、開発区域内の給水計画について奈良県広域水道企業団企業長

と協議しなければならない。 

２ 事業者は、開発区域に給水するため必要となる奈良県広域水道企業団水道事業

については、奈良県広域水道企業団水道事業の給水及び水道用水供給事業の用水供

給に関する条例に基づきこれらの経費を負担しなければならない。 

 （消防水利施設関係） 

第２４条 事業者は、開発区域内の消防水利施設について所管の消防署長と協議し、

 消防水利の基準（昭和３９年消防庁告示第７号）に基づき必要な施設を設置しな



 ければならない。 

 （ごみ処理施設関係） 

第２５条 事業者は、必要に応じ開発区域内にごみ集積施設を設置しなければなら

 ない。 

２ ごみ集積施設は、衛生上の配慮を十分行い、可燃物、不燃物に区分して設置す

 るとともに、その規模及び構造等について町長と協議しなければならない。 

３ ごみ集積施設の設置場所については、町長及び地元自治会とも協議を行うこと。 

 （集会所施設関係） 

第２６条 事業者は、主として住宅の用に供する目的で行う開発行為で、計画戸数

 が５０戸以上となる場合は、次の表により集会所施設を整備しなければならない。 

    ただし、共同住宅、連続住宅については、別途協議するものとする。 

 ① ②  

 計画戸数１戸 

 当たり最低 

 敷地面積 

 計画戸数１戸 

 当たり最低 

 床面積 

 集会所１箇所 

 当たり最低 

 敷地面積 

 集会所１箇所 

 当たり最低 

 床面積 

１．５㎡以上 ０．５㎡以上 １６５㎡以上 ６０㎡以上 

       注）上表①、②のいずれか数値の高い面積を確保する 

２ 集会所の配置については、別途町長と協議するものとする。 

３ 第１項の規定により整備した施設、土地の帰属及び管理については、当該施  

 設を管理することとなる者との間で協議して定めるものとする。 

 （その他公益施設） 

第２７条 事業者は、開発事業等の区域の状況ならびに開発区域の規模に応じて町

 長と協議のうえ、第４条に定める公益施設の用に供する土地を確保しなければな

 らない。 

２ 公益施設の配置、規模については、別途町長と協議するものとする。 

 （交通、防犯施設関係） 

第２８条 事業者は、交通安全施設（道路標識、道路標示、区画線等）及び防犯施

 設（街路灯等）を開発事業等の区域内外において整備するものとし、その設置場

 所等については、町長及び公安委員会と協議するものとする。 

 （駐車場、駐輪場） 

第２９条 事業者は、共同住宅、事務所、店舗等の建築を行う場合は、次の表によ 



 り駐車場及び駐輪場を設置するものとする。 

 区     分 駐車場必要数 駐輪場必要数 

 共同住宅、連続住宅  計画戸数に対し２／３台以上  計画戸数分 

 ワンルームマンション  計画戸数に対し１／２台以上  計画戸数分 

 事務所、店舗等  計画戸数に対し２．５台以上  適正数 

    なお、駐車場１台あたりのスペースは、１２．５㎡以上とし、駐輪場１台あた

 りのスペースは１．２㎡以上とする。 

２ 前項の事務所、店舗等の内、相当数の集客等が見込まれる施設である場合は、

 町長及び各関係機関と協議し、適正数を確保すること。 

３ 駐車場及び駐輪場については、原則として同一敷地内に設置するものとする。 

 （農地転用関係） 

第３０条 事業者は、農地において開発事業等を行う場合、次の各号の区域に応じ

 農地法（昭和２７年法律第２２９号）に基づく農地転用手続きを行うこと。 

（１）市街化調整区域内では、第５条の規定による事前協議と並行して、農地法に

  基づく農地転用手続きを行うこと。 

（２）市街化区域内では、都市計画法第２９条による許可を要する開発事業等にあ

  ってはその許可後、前記の許可を要しない開発事業等にあっては、第５条の規

  定による事前協議完了後速やかに、農地法に基づく農地転用手続きを行うこと。 

 （文化財関係） 

第３１条 事業者は、埋蔵文化財包蔵地において開発事業等を行う場合は、文化財

 保護法（昭和２５年法律第２１４号）の規定により埋蔵文化財発掘届（県教育委

 員会宛）を町教育委員会に提出し、県教育委員会の指導に従わなければならない。 

２ 埋蔵文化財包蔵地以外で開発区域面積が１０，０００㎡を超える大規模開発事

 業等を行う場合、遺跡有無確認踏査願（県教育委員会宛）を町教育委員会に提出

 し、県教育委員会の指導に従わなければならない。 

３ 前項に規定する地域以外で開発事業に際し埋蔵文化財等を発見したときは、工

 事を中止し、ただちに町教育委員会に届け出なければならない。 

４ 発掘調査を必要とするときは、その費用は事業者が負担しなければならない。 

 （公害及び災害の防止） 

第３２条 事業者は、開発事業等により公害発生のおそれがある場合は、町長と協

 議するとともに公害防止対策等必要な措置を講じなければならない。 



２ 事業者は、開発事業等により周辺住民等から苦情等の申出があった場合は、速

 やかに万全の対策を講じるとともに、誠意をもって解決しなければならない。 

 （被害の補償） 

第３３条 事業者は、前条の規定による措置を講じてもなお、公害及び災害が生じ

 た場合は、その被害を補償しなければならない。 

 （自治会名称等） 

第３４条 事業者は、開発事業等により一団の団地に団地名（自治会名称）を設定

 する場合は、事前に町長と協議しなければならない。 

２ 町長が地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条第１項に定める字の

 区域の新設、変更等を必要と認めた場合、これに要する費用は、事業者の負担と

 する。 

 （土地区画整理事業） 

第３５条 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第３条第２項及び第３項

 で施行される土地区画整理事業については、別途町長と協議するものとする。 

 （紛争の解決） 

第３６条  事業者は、開発事業等の施行に伴って生じる一切の紛争については、事

 業者の責において解決しなければならない。 

 （要綱の遵守） 

第３７条  事業者は、本要綱及び開発指導諸基準の規定を遵守するものとする。 

 （その他） 

第３８条 この要綱で定めのない事項で、開発事業等に関し必要な事項が生じた場

 合は、町と事業者双方合意の上その都度定めるものとする。 

   附 則 

  （施行期日） 

 １ この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

  （経過措置） 

  ２ この要綱施行の際、改正前の平群町開発等に関する指導要綱又は廃止前の平

  群町小規模開発等に関する指導要綱に基づき協議が終了していない開発事業等

  については、なお従前の例による。 

 

 



様式第１号（第６条関係） 

 

開発事業等に伴う事前協議書 
 

                                                   年  月  日 

 

平群町長 殿  

 

 

                                     住 所 

                       開発事業者 氏 名            ㊞ 

ＴＥＬ 

 

 

 平群町開発等に関する指導要綱第 5条の規定により下記のとおり協議します。 

 

                               記 

 

開 発 事 業 等 名  

開発事業等の場所 生駒郡平群町 

開 発 等 面 積                                       ㎡ 

開発事業等の目的  

予定建築物の用途  

 

添付書類 

①事業計画概要書 ②委任状 ③付近見取図 ④現況平面図 ⑤地籍図 

⑥土地利用計画図 ⑦造成計画平面図 ⑧造成計画断面図 ⑨給水計画平面図⑩雨

水排水計画平面図 ⑪流域図 ⑫建築物配置図 ⑬各階平面図 

⑭建築物立面図 ⑮現況写真 

 

 

 



様式第１号の２（第６条関係） 

事 業 計 画 概 要 書 （設計説明書） 

開 発 事 業 者 住 所 

氏 名             ㊞  ＴＥＬ 

代  理  人 住 所 

氏 名             ㊞  ＴＥＬ 

開発事業等の場所 平群町           事業目的 

開 

発 

等 

の 

区 

域 

内 

の 

現 

況 

 

地域、地区等 

ｱ.市街化区域 ｲ．市街化調整区域 用途地域  

地 区 計 画 内・外 宅地造成規制区域 内・外 

平群谷保全地区 内・外 砂 防 指 定 地 内・外 

農 振 ・ 農 用 地 内・外  埋蔵文化財包蔵地 内・外 

区 分 宅 地 田・畑 山 林 雑種地    合 計 

面積（㎡）         

比率（％）         

区 分 自  己  所  有  地 自己所有地以外の土地 合     計 

面積（㎡）    

比率（％）    

土 

地 

利 

用 

計 

画 

区 分 住 宅 道 路 公 園 緑 地 水 路 集会所 
  

面積（㎡） 
        

比率（％） 
        

区      画 １区画最低      ㎡ ・ １区画最高      ㎡ 

公 

共 

施 

設 

整 

備 

計 

画 
公共施設の 

種   別 

番

号 

概                   要 

幅 員 延  長 面 積 等 管 理 者 用地の帰属 

 

 

 

 

 

 

      

上水道計画 公共水道 ・ 自己供水 防火水槽    基 消火栓    基 

建 
 

築 
 

物 

構 造  
階 

 

数 

地上   階 建築面積 
      ㎡ 

 

高 さ 

地上     ｍ 

地下     ｍ 

 

地下   階 

 

延床面積 

 

      ㎡ 

 


